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１ 令和元年11月14日～15日

（１）秋田県由利本荘市 総合防災公園「ナイスアリーナ」

「ナイスアリーナ」

（２）山形県飽海郡 遊佐町役場

「移住定住施策」

２ 令和２年２月11日

（１）岐阜県 各務原市役所

「シティプロモーション推進事業」

（２）愛知県名古屋市 名古屋大学大学院環境学研究科

「ＭａａＳ時代の地域公共交通」



１ 秋田県由利本荘市
総合防災公園「ナイスアリーナ」



（１）総合防災公園事業の概要
施設名称 由利本荘総合防災公園「由利本荘アリーナ」

※ネーミングライツ・パートナー契約により，「ナイスアリーナ」を通称とする。

所 在 地 秋田県由利本荘市石脇字田尻野18番地（EL=18m，想定津波高：11m）

施設概要 【アリーナ】
SRC一部S造２階建（一部３階建），延床面積A=16,966㎡
〇メインアリーナ（A=3,458㎡）《バスケットボール４面》
固定席：2,269席，可動席：800席（最大収容人数：5,000人）
〇サブアリーナ（A=640㎡）《バスケットボール１面》
〇剣道場《２面》 〇柔道場《２面》 〇トレーニングルーム
〇フィットネススタジオ 〇ランニングコース（L=270m）
〇ボルダリングウォール 〇鳥海ラウンジ 〇宿泊室・浴室
〇会議室 〇小会議室 〇事務室
【屋根付きグラウンド】
RC一部S造平屋建，延床面積A=1,613㎡（床：人工芝）
《フットサル１面またはテニス２面》

【駐車場】
1,000台（普通車，大型車，身障者用）



事業費等

区 分
契 約 額
（円）

設 計 ・ 施 工 者

基本設計 46,256,400 梓・アルファ設計共同企業体

実施設計 138,642,840 梓・アルファ設計共同企業体

アリーナ建設工事 8,398,568,160 佐藤・村岡特定建設工事共同企業体

屋根付きグラウンド建設工事 446,040,000 佐藤・村岡特定建設工事共同企業体

アリーナ建設工事監理 90,386,280 梓・アルファ設計共同企業体

屋根付きグラウンド建設工事監理 8,832,000 梓・アルファ設計共同企業体

計 9,128,425,680

財 源 内 訳
・国庫支出金 1,462,600千円 ・合併特例債 7,181,300千円
・その他 100,000千円 ・一般財源 384,526千円

※アリーナ建設までに合併特例債を使用していなかったことにより，財源確保
の目途を立てやすかったことは大きな要因である。



◎基本的な考え方

◇この施設は，イベントや各種スポーツ大会，市民の健康増進活動
に資するほか，地域コミュニティ活動，さらには災害発生時の地
域防災施設（避難施設）としての役割を担う。

◇平常時は，採算が見込めるアリーナ施設としての市民利用が大部
分を占め，指定管理者の裁量で出来るだけ多くの収入を上げても
らう。（市民利用を優先し，興行や各種競技大会利用は年40週末
以内を目安としている）

◇採算が取れない地域コミュニティ活動や地域防災施設としての活
用部分は，市民生活に必要な経費であることから市が負担する。

平日の日中にもかかわらず市民が利用している（左：メインアイーナ，右：サブアリーナ）



◎指定管理について

指定管理者 ミズノグループ

指定管理料 約130,000千円／年

【選定の決め手】

・指定管理料の安さ

・スポーツ教室のノウハウの多さ

（ミズノヒストリークリニック，ヨガ・エアロビクス教室等）

◎ネーミングライツについて

パートナー 株式会社ナイス（秋田市を拠点とするスーパー）

契約内容 施設名称：ナイスアリーナ

契約期間：４年６ヵ月

契約金額：310万円／年（市の希望金額は300万円以上）







＊＊＊ 感想や参考になった点等 ＊＊＊

・総合防災公園と言う考え方が、市民をはじめ、国県の理解を得たと判断で

きる。合併特例債も活用し、一般財源の投入も抑えられた。防災施設と言

う事で、防災機材倉庫も整備されている。何よりも合宿等とも共用できる、

宿泊施設、入浴施設（風呂・シャワー）が整備され、大規模災害時には多

目的広場や駐車場も利用が可能となっている。

・アリーナ内にランニングコースを整備したり、雨、雪に左右されず各種の

運動が出来るようになっている。

・指定管理者については４社の中から、予定金額よりも低く提案したミズノ

グループに決定した。非常に高い指定管理料（１億３千万円）と思えるが、

全国ネットの企業であり、プロスポーツやコンサートなどの各種イベント

を誘致している。

・防災拠点と言う考え方を入れ再検討するべきである。大型のアリーナを見

る中で、当地域においてはスポーツのみで継続することは困難と思えるた

め、このような考え方は参考にすべきである。



２ 山形県飽海郡 遊佐町役場
「移住定住施策」



（１）「移住定住施策」の主な取組み

◇ 移住希望者への効果的な情報発信
ホームページや各種メディアでの情報発信，移住セミナー・Ｕターンイベントの開催

◇ 移住相談体制の充実，体験ツアー，交流事業の実施
いなか暮らし住体験ツアー・お試し移住体験プラン，お試し住宅の整備・管理
遊人会Ｕターン事業，生活クラブ生協との連携事業等

◇ 空き家の利活用と移住・定住希望者等へのマッチング
空き家バンクの整備，リフォーム空き家，空き家再生地域おこし事業

◇ その他遊佐町における定住を促進するために必要な事業



◇移住希望者への効果的な情報発信
《遊佐町ＩＪＵターン促進協議会ｗｅｂサイト：トップページ》

◎町長をトップに情報発信

◎平成27年６月にサイト見直し・更新

◎最近はスマホからの検索が多くなって
きている（約半数）
⇒ スマホ版のＨＰを作成



◇移住相談体制の充実，体験ツアー，交流事業の実施
《遊佐町ＩＪＵターン促進協議会ｗｅｂサイト：お試し移住体験》



◇移住相談体制の充実，体験ツアー，交流事業の実施
《遊佐町ＩＪＵターン促進協議会ｗｅｂサイト：いなか暮らし体験ツアー》

春・秋・冬 計３回開催



◇空き家の利活用と移住・定住希望者等へのマッチング
《遊佐町ＩＪＵターン促進協議会ｗｅｂサイト：空き家バンク》

水曜日に更新され
るため，アクセス
は水曜日・木曜日
が特に多い



◇空き家の利活用と移住・定住希望者等へのマッチング
《遊佐町ＩＪＵターン促進協議会ｗｅｂサイト：空き家再生プロジェクト》

町内の空き家を，地域おこし協
力隊とボランティアスタッフが
ＤＩＹして，お店などに改修し
ている。
⇒ ＤＩＹ講座も開催

☆第１弾（古民家を改装）
古民家カフェ『わだや』
2018年５月12日オープン!!

☆第２弾（美容室を改装）
まちのパン屋さん『小むぎ』
2019年秋オープン!!

☆第３弾（最後のＰＪ）
食堂を再生予定（計画中）



＊＊＊ 感想や参考になった点等 ＊＊＊

・地域おこし協力隊について、それぞれに担当分野（①情報発信 ②観光振興 ③定住

促進 ④地域づくり）を持ち、活動を行っている点。協力隊同士の相乗効果が見込ま

れる。

・物件情報について、「水・木曜日にアクセス件数が増加する」傾向を把握し、定期更

新を水曜日にするなど戦略的な取り組みにしている。

・移住相談体制の充実と年間を通した、山菜採り、祭り、ハイキングなど様々な体験ツ

アーの実施。

・交流会やアウトドア活動を企画される等の移住後のフォロー体制。 など



３ 岐阜県各務原市役所

「シティプロモーション推進事業」



（１）取組みまでの経過

人口減を防ぐための移住定住促進へ向け
〇平成26年度（2014年度）にブランドビジョンの策定
市職員によるプロジェクトチームでワークショップ開催し、市の強み、
弱みなどを洗い出し策定
※ブランドコンセプトの3本の柱
⇒ 「空で育つ」「台地で育つ」「自分らしく育つ」

※メインターゲット
⇒ 20～30歳代の東海3県（愛知、岐阜、三重）の結婚・出産・子育
て世代
（可処分所得の多い、一番欲しい世代をターゲットに据える）

※キャッチコピー
⇒ 「かかみがはらClass（くらす）」

（各務原市の「ちょっといい暮らし」を表現

〇平成27年度（2015年度）にシティプロモーション戦略プラン策定
「価値共創」・・・まちへの誇りや愛着（シビック・プライド）を醸成
※まちと人の繋がりを深めまちの魅力を創り上げていくよさを共有して
情報発信



（２）特色と具体的な内容

〇移住定住ウェブサイト「OUR FAVORITE KAKAMIGAHARA」の設置
※サイトとタブロイド判紙面で展開
※市外をターゲットに市の魅力を発信
※特色：ボランティアの市民ライターが企画から取材、編集まで担当

〇平成28年度（2026年度）にアクションプランを実施



〇2つのイベントを柱に展開
①OUR FAVORITE THINGS

若い世代をターゲットとしたオルタナティブ系の音楽フェス、
コアなファンが増えている

②マーケット日和
※みんなが「こんなお店が来たらいいな」とい、選りすぐりの約200店が
出店、ライブ、講演会、ワークショップ、古本市などの催しも開催
※企画運営は市民ボランティア、自分たちの住むまちをより楽しくしてい
きたいという



〇平成29年度に移住定住総合窓口の設置
「ちょっといい暮らし」の情報発信スペースとして、イオンモール各務
原に「KAKAMIGAHARA OPEN CLASS（KOC）」を設置

※各務原の「住む」「働く」「魅力」の情報発信や、住まいや移住の相
談、多彩なイベントも行う。
※背景として、イオンモール各務原は年間1,300万人の来館があり、6割
は市外から、客層は20～30歳代の子育て世代が多く、市のターゲット
層と合致。
※地域の特性を活かした移住定住施策展開のため「地方創生推進交付
金」を活用、窓口を開設運営。
※実績（平成31年4月時点）
移住者：23世帯53名 来訪者数：10,530人 相談件数：264件



・理想の姿を描き行政としてはやりにくい移住定住のターゲットを明確に絞り込んだ点
は特筆に値する。

・飛行場もあり航空産業を中心に出荷額岐阜県1位を続ける産業の街であり、農業に関
してはニンジン生産県内1位など特徴的なコトがありながら、シティプロモーション
ではこれらを核とせずに「暮らす人の魅力発信を核」と据えた点は考察の余地がある
と捉える。

・「まちへの誇りや愛着」にためのシビックプライドを醸成することに力を注いでいる。
行政主導で特産品や地域観光を売っていくのが普通のやり方だが、役所中心ではなく、
価値共創の視点から、市民が主体的に参加する事業を通してまちの魅力を創り、シ
ビックプライドとして認識している。またシビックプライド醸成により、まちの魅力
を作り上げているブランドコンセプトを明確に言葉で表現している。

・凝り固まっていた市政を、若い市長（浅野健司氏：47歳）就任により良い方向へ一気
に加速した。市長が思い切りやらせてくれる、市長が替ったら流れが替ったとのこと。

＊＊＊ 感想や参考になった点等 ＊＊＊



４ 愛知県名古屋市
名古屋大学大学院環境学研究科

「MaaS時代の地域公共交通」



◇ＭａａＳ時代の地域公共交通を考えるうえでのポイント

・地域公共交通政策の基本は交通弱者の足の確保であり、そのカギは「子ど

も」。「コンビニに行く」ことすらかなわない不自由さを抱えた子どもた

ちは地域からどんどん流出してしまい、そうした思いに鈍感な地域であっ

てはいけない。地域公共交通がないことは、「消滅決定地域」であること

を意味する。

・交通弱者は「子ども」「高齢者」ばかりではない。現役世代も飲酒すると

たちまち交通弱者になる。当事者感覚を持つことは大事。



・ＭａａＳは直訳すると「１つのサービスとしてのモビリティ」だが、
意味が分かりにくい。加藤教授独自の意訳「もっと あなたらしく
あんしんして せいかつできるため」の頭文字を取った用語でどうだ
ろうかと提案。

・ＭａａＳ自体は「魔法の杖」ではなく、「歩けないと使えない杖」で
ある。そもそも「歩くことが出来る」生活環境を担保することが求め
られる。
⇒ マイカーを使わなくても生活が不自由にならない社会にしてい
くことが急務。

・世界では「低炭素で暮らしやすい」交通まちづくりが熱気を帯びてい
る。コンパクト＋ネットワークのまちづくりを合わせた考え方が必要。



・時速20キロ未満で公道を走る、４人乗り以上の電動車「グリーン・
スロー・モビリティ」は路線バスの停留所と集落を結ぶ地域の足と
して注目され、国庫補助も始まっている。
例）ゴルフカートを転用する、広島県福山市鞆の浦の
「グリスロタクシー」



・マイカーか乗り合いバスかの二者択一ではなく、タクシー、乗り合いタク
シーなど中間を埋める選択肢は無数にある。一体的にデザインされたシー
ムレスな路線網によって、地域公共交通が物理的につながっていることが
まず重要になる。

・その上で「乗換検索」「オンデマンド交通予約」「タクシーアプリ」を融
合した配車・決済等の一元化システムを導入すると、さらに使い勝手が良
くなる。

・「おでかけ」＝「人をつなぐ」という仕事は超高齢社会の根幹である。



＊＊＊ 感想や参考になった点等 ＊＊＊

・地域公共交通を考えるうえで一番大事なのは「子どもが自由に動けること，
子どもが一人でも友達同士でも使える移動手段が必要」との事であったが，
今まで考えたことのない視点であり目からうろこが落ちた感じである。

・ＭａｓＳ（Mobility as a Service）とは「手元の情報端末でリアルタイム
に複数の公共交通から利用可能な手段・経路を掲示・配車・決済も可能なシ
ステム」ということで一見ＩｏＴの最先端のように思うが、行きたいところ、
行きたくなるようなところを有機的に結ぶことであるとのこと。

・「公共交通づくりは、集まりたい場所とセットであるべき」という加藤教授
の考え方は、交通体系の整備だけでなく、まちづくりも一緒になって進める
必要を感じた。



ご清聴ありがとうございました


